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あった、といっても過言ではなかろうが、こ
こしばらくは、単発的・あるいは対症療法的
に個別の名称を付けられた『消費者法１）』と
いう・そのもの自体の存在がない・いわば、
集合体としての法律群が、実際には我々の日
常生活を守るために、陰に、日向に眼を光ら
せてくれているような状況が続いている。こ
うした中、本体たる民法自体については、改
正の論議どころか、一部の民法研究者以外は、
その改正論議を巡る交渉／検討のテーブルに
すら招かれることもなく、まさに、粛々と既
成事実のみが積み重ねられているかのごとき
現状がある。これは、中間報告しかりである。
　今回、本人の能力の故もあり、本格的な民
法研究論文とはいかぬまでも、逆に、製造物
責任法や、公益通報者保護法などの日々の暮
目　次
一　序
二　民法改正論議　～消費者法の生立ちと現
状・課題～
三　製造物責任法を取り巻く環境
四　公益通報者保護法のもつ可能性と限界
五　消費者教育と消費者庁の目論見　～自立
／自助なのか、介入／教育なのか～
六　結語　～議論の余地と展望、消費者に訪
れる・望むべく未来とは～
一　序
　我々が、日々の暮らしの中で、こと・法律
の世界にあっては特に、最も身近にその存在
を感じることができるのは、かつては民法で
キーワード ： 消費者法、製造物責任法、こんにゃくゼリー事件、公益通報者保護法、オリンパス事件
Key words ： consumer law, products liability law, konnyaku-jelly Case, whistle blowers protection law, 
OLYMPUS Case
消費者法分野の発展のための寄与に関する一考察
─ 製造物責任問題を出発点として ─
A Study on Contributions to Consumer Law Fields Development
宮　島　　　薫
MIYAJIMA, Kaoru
　我々の日常生活の中で、最も身近な法律としての存在は、長らく民法であっただろうが、
ここ数年、その存在を消費者法といういわゆる法律群によって支えられていたことに改
めて気づかされることが多くなった。時を同じくして本体たる民法は改正の作業が進み
つつあり、我々の生活にどのような変化がもたらされるのか、という点も含み、関心が
高まっている。本稿では、こんにゃくゼリー事件控訴審判決への判例評釈の意味合いを
も持たせた論稿により、消費者法という分野の今後の発展に何がしかの寄与ができない
かを考察する。
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か。ここでもまた、人対人の民法とは趣を異
にする消費者法なのか、という議論の余地が
あろうかと思われる。市民の日常生活の充実
とは、平等な存在として法の前で認められ、
安全・安心な購買を含む消費行動（活動）が
保障され、なおかつ、不利益な取り扱いが職
業生活の局面をも含みなされない、という点
も、大切なことであろうと思われるのである。
もとより、健全な職業生活を含む生計の糧を
得る活動が確保されていなければ、同じく健
全な消費生活などは望むべくもないことは誰
の眼にも明らかなことであろうし、わざわざ
消費者法という名称を個別の特別法群に用い
るのであるならば、最終的な目標もまた誰の
眼にも明らかにすべきであろうし、単に国民
生活の安定向上と国民経済の発展３）という文
言だけではどれ程の思想的背景がまさに国民
に向けて発信され、かつ十分理解されている
とは思われないのではなかろうか。
　このような点にも留意しつつ、消費者法の
発展についての寄与という局面に及ぶには、
そもそも消費者法とは何か、という議論、な
ぜ、民法ではいけなかったのか、という議論
にも、何がしかの検討を差し挟まなければな
らないこともあろうとは思われる。それは例
えば単発の条文解釈や背景説明とは異なり、
一種道のないところに道を紡ぐようなことで
もあり、様々な検討／考察を重ねながら少し
ずつ高みを目指さねばならないことが現状な
のではある。
　以下、もとより能力の及ぶ範囲においてと
いう制限はつくが、可能な限り寄与に資する
よう効果的と思われる手法により考察を試み
る。
らしや職業生活上の安全・安心を確保するた
めの法律などに対するわずかばかりの蓄積２）
が、将来のこの分野の発展のために少しでも
何らかの貢献ができるなら、ということで稿
を進めることとなった。
　さて、本稿の考察の方向性については、そ
のテーマが、消費者法分野の発展のための寄
与、という点に鑑み、今を去る、明治時代に
その発祥／制定の源を有する民法を、平成も
既に25年、四半世紀が経過しつつある現代に
おいても個別に補完する役割を実際に果して
いる消費者法が、まさに・民法自体の改正論
議が進行しつつある今現在において正当に発
展するためにはどのような状況が法の内外に
おいて期待されるのであろうか、という点が
端緒となっている。すなわち、我々一般市民
の日常生活を、登場人物たる「人」の根源的
な存在についてまで、能力等の根本の場面に
おいてすら規定あるいは規制しているものが
民法である、とするならば、消費者法は、個
別事例について、一般法たる民法を補う存在
のみなのであろうか、という疑問さえ、禁じ
得ないのである。つまり、仮に、民法の改正
を完全なものにするという観点からすれば、
消費者法の存在自体が民法にとっては、何が
しかの障害にすらなりかねないのではなかろ
うか、という可能性すらありえるのである。
例えば、消費者法は、民法にとっては、単な
る道具なのであろうか、という疑問などが、
その一例となり得るのであろうか。この点に
関しては、まさに、中立的な制度論に終始し
てきた民法とは異なり、消費者法上は、特に
被害者たる消費者にとっては、消費者法こそ
が自分たちの味方なのであって、民法はその
法律としての存在感／親近感が薄い、といわ
ざるを得ない局面があり得るのではなかろう
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待されるこの分野に関して、民法の示すべき
道筋とは如何様なものであることが期待され
るのであろうか。法律の存在の知・不知が勝
敗の分かれ目とはならないことを期待するば
かりである。
三　製造物責任法を取り巻く環境５）
　消費者契約法と並び、消費者保護関連法規
としてはその知名度も役割も十分なものがあ
ることは、誰の眼にも明らかな製造物責任法６）
ではあるが、その・本来的な使命の中には、
被害者の保護のみならず、極端な話、産業の
育成すら含まれているものと思われる。特に、
被害者の主張を認めなかった事例などでは、
この傾向が垣間見えるのではなかろうか７）。
今回、様々な角度から、消費者法分野の発展
のための寄与についての考察を重ねるに際し、
例えば、先年我が国を襲った東日本大震災と
それに伴う福島第一原子力発電所の事故対応
や被害者への賠償問題等における、東京電力
への政府の対応を見てもわかるように、また、
オウム真理教事件以後の、同教団やその後継
教団に対する対応からも、分野こそ違えども、
様々な立場の者をどのように処していくか、
についての何がしかのヒントが得られるので
はなかろうか。
　本稿では、これまでの若干の研究から現代
型の大量生産・大量消費社会への対応として、
特に物かサービスかという選択に当たり、元
来、契約の目的を目的物たる商品・すなわち
企業による製品たる製造物の取得に重きを置
く筆者なりの論稿を執筆する機会を与えられ
たことから、特に製造物責任法分野における
ここ数年のうちの注目すべき損害賠償事件判
決として、先頃控訴審判決が下された、こん
にゃくゼリー事件判決を取り上げ、その審級
二　民法改正論議４）　～消費者法の生立
ちと現状・課題～
　法務省のHPなどを見るまでもなく、現在
も、民法典の改正作業は着々と進んでいるよ
うであり、中間報告以外にも、改正のポイン
トなどについての著作や資料も多数刊行され
るようになった。今回、「民法（債権関係）の
改正に関する中間試案」という名称からも明
らかなことではあるが、民法典中の主に、債
権関係・なかんずく契約に関連する部分につ
いての改正作業が進行しているようではある
が、当初予定されていた全体のスケジュール
のうち、論点整理の第１ステージと、中間試
案の取りまとめの第２ステージの作業が終わ
り、パブリックコメントを経て、現在は、最
終的な改正要綱案の取りまとめに向けた第３
ステージの審議が継続されている模様である。
なお、本稿との関連する部分については、特
に、消費者法という点に鑑み、①登場人物た
る「人」の概念、②消費者契約法との関連、
③消費者の権利の実現という論点が、その代
表例として指摘するとができようが、詳細な
検討は別稿に譲り、ここではその問題点の適
示に稿の主題を置く。
　例えば、消費者の利益の擁護（ここまで消
費者契約法）及び増進（ここまで消費者基本
法）というように、法律によって同じく消費
者保護関連法規間にも、若干の規定内容や用
語法の差はあるものの、被害者の保護のみを
前面に打ち出す製造物責任法との差は如何ば
かりなものなのであろうか、また、民法本体
は、それらを超越した存在として存在感を示
しうるのであろうかと、期待と不安が入り混
じっているところではある。後述する公益通
報者保護法とも相俟って、行政の介入すら期
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過程の中でのやり取りや問題点、注目すべき
点などを具体的に考察することによって、と
かく事例の積み重ねの中に埋もれてしまいか
ねない事実関係や翻って本稿の最終的な目標
である、消費者法という分野の今後の健全な
発展への何がしかの寄与がもたらされないだ
ろうか、ということが出発点となった。
　もとより、最高裁の判断を仰いでいない段
階での考察でもあることから、内部矛盾や限
界も多々あろうが、筆者の近時の考察テーマ
の一つでもあるオリンパス事件など、最高裁
で事件判決としては確定した後も、元々の被
害者たる原告には所属企業の中での特筆すべ
き待遇改善もみられず、このためやむなく２
次訴訟に進まざるを得なかった、というケー
スも存在しうる現在、とかく勝訴判決にのみ
注目しがちであることは、筆者を含めて誰も
が認めるところではあるだろうが、逆に請求
棄却の事例の中に、どのような真実があった
のか、という点は、探求の矛先として稀では
あるかもしれないが、得るものもその存在を
否定はできないものと思われる。
前提としての事件概要
　本件は、事故発生時１歳９か月余りの幼児
が、祖母の与えたこんにゃくゼリーを食べた
際に、これをのどに詰まらせ、病院に搬送後、
脳死判定を受け、その後、死亡したという事
例である。事故発生は、平成20年７月29日、
脳死の判定は、同年８月12日、同年９月20日
に窒息による多臓器不全によりこの幼児は死
亡した。このこんにゃくゼリーは、被害児の
祖母が数日前にスーパーの冷蔵ショーケース
内に積まれている状態のものを購入し、被害
幼児を含む孫たちにアイスクリームの代わり
に与えようと一旦冷凍室で保管ののち、事件
当日孫たちに与える２時間程度前に冷蔵室へ
移し、その後、外袋から出して、テーブルの
上に置いておいたものである。被害幼児の父
母（原告、控訴人）、被告会社及び同社代表
取締役（被告、被控訴人）が訴訟当事者であ
る。
　以下、具体的な審級過程の中に何を見出す
ことができるのか、考察の端緒としたい。（判
例評釈としての意味合いをも持たせるため、
章内での表記をⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳとする。）
Ⅰ　第１審判決について８）９）10）
【判決日等】平成22年11月17日　神戸地方裁
判所姫路支部判決　平成21年（ワ）第278号
【事件名】損害賠償請求事件
【裁判結果】棄却
【上訴等】控訴
【参照法令】民法709条、製造物責任法３条、
会社法429条
　以下、判決文等よりの抜粋・引用をしつつ、
適宜考察を加える様式を採る。
［主　文］
１　原告らの請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告らの負担とする。
［事実及び理由］
第１　請求
　被告会社ら（ここでは本件こんにゃくゼ
リー製造・販売会社及びその代表取締役）に
対して、原告（ここでは被害者死亡のためそ
の両親）から損害賠償が請求された。金額は、
原告一人当たり3120万円及び事故発生日たる
平成20年７月29日からの利息である。
第２　事案の概要
　本件は、事故被害者（事故後心停止の状態
で病院に搬送され、その後意識を回復するこ
となく、同年８月12日には脳死判定を受け、
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表取締役の責任、③損害、④過失相殺に分か
れる。
争点１　被告会社の責任について
（原告らの主張）原告側は、設計上の欠陥、
警告表示の欠陥、販売方法の不適切性につい
て被告会社に責任がある、とした。
　原告側の主張によれば、こんにゃくゼリー
を幼児が摂取することは、通常予想される使
用形態であり、「こんにゃく」ゼリーは、「蒟蒻」
を想起させるものではない、とする。また、
認識としては、あくまでゼリーであり、口の
中で容易につぶせるものとしての認識がある、
とする。ところが実際にはこうはならず、特
異な危険性を有する製品であると主張す
る。・・・・・ただしこの点につき疑問を呈
したい点は、例えば、前述の警告表示で「お
子様や高齢者の方はたべないでください。」
という文字があるのであるならば、なぜその
ようなものをわざわざ冷凍ののち、解凍した
とはいえ、幼い子供に与えるのであろうか。
１歳９か月余りの子供に直接渡すべきもので
はないように思われてならない。翻って考え
てみても、敢て幼い子供に与えるのであれば、
直接食べさせるなり、食べやすい様に小さく
砕くなり、与え方に工夫の余地がなかったの
であろうかと悔やまれるのではなかろうか。
被告会社の責任を問う前にである。また、警
告表示については、特に幼児は表示の意味が
理解できない、というのであるならば、なお
のこと、与える者が細心の注意を尽くすべき
だったのではなかろうか。さらに、販売方法
については、問屋、小売業者への注意喚起の
なさを指摘するが、商品をどのように配置す
るかはおそらくメーカー側の思惑とは異なる
事情が働くことは容易に考えられはしないだ
ろうか。可能ならば、事故被害者のためにも、
９月20日、窒息による多臓器不全により死亡）
が、被告会社製造・販売のこんにゃくゼリー
を食べた際にこれをのどに詰まらせ、窒息し、
その後死亡したことが、被告らの設計上の致
命的な欠陥の放置によるものである、として
原告たる被害者の両親が、製造物責任、不法
行為責任、代表取締役たちには取締役の第３
者に対する責任に基づき損害賠償請求をした
ものである。
１　前提事実
（1）当事者等
　事故被害者は平成18年10月５日生まれ、事
故発生時には１歳９か月余であった。
（2）本件事故発生の経緯
　本件事故は、事故当日（平成20年７月29日）
被害者の祖母が、あらかじめ冷凍してあった
ものを冷蔵室に移した後、祖母自らも食した
後、被害者らに与えたものであった。
（3）本件こんにゃくゼリーの形状、警告表示等
　本件こんにゃくゼリーは、１つあたり25グ
ラムの内容量があり、プラスチック製のハー
ト型ミニカップ容器に詰められ、上面はフィ
ルム製の蓋がされていた。また、本件こんにゃ
くゼリーには警告表示として、「お子様や高齢
者の方はたべないでください。」との文字、
またイラスト、「警告」として、のどに詰まる
恐れのあること、のどに詰まった場合の対処
の仕方が文字と絵があった。
（4）行政機関による事故情報等の公表、指導等
　国民生活センター及び農林水産省は、平成
７年以降、事故情報や調査結果の公表（国民
生活センター）指導、通知（農林水産省）を
行っている。なお、国民生活センターは、本
件事故までに21件の事故を把握していた。
２　争点
　争点は、①被告会社の責任、②被告会社代
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もう少し別の角度からの求償方法はなかった
のであろうかと思われてならない。
（被告らの主張）被告側は、自らの事業活動
を含み、もち、ご飯（おにぎりを含む。）等
の事故を引き合いに出し、こんやくゼリーの
みが欠陥食品とは思えない、という趣旨の主
張がなされている。また、警告表示について
も、幼児が自分でこのこんにゃくゼリーを買
うことはない、とする。
争点２　被告会社代表取締役の責任について
（原告らの主張）原告側は、被告会社代表取
締役らは、本件こんにゃくゼリーによる窒息
事故の存在を認識していたのであるから、欠
陥のないものを製造するか、製造を中止すべ
きであったと主張した。
（被告らの主張）被告側は、被告会社に損害
賠償責任はない、という立場をとる以上被告
会社代表取締役にもその責任はない、とした。
争点３　損害について
（原告らの主張）原告側は、葬儀費用、病院
関係の費用、逸失利益、慰謝料のほか、原告
らの固有の損害（精神的苦痛）、弁護士費用
を合わせ、原告一人につき3120万9739円とし
た。
（被告らの主張）被告側は、すべて争う、と
した。
争点４　過失相殺について
（被告らの主張）被告側は、原告関係者は、
警告表示を特に大人は理解できていたはずで
あるとの趣旨の主張をした。まさに、被害者
たる幼児に付き添うはずの者たちが、しかる
べき対応をしていれば事故は防げたはず、と
の趣旨の主張をしている。また、警告表示ど
おり子供に本件こんにゃくゼリーを与えてい
なければ、事故は発生していなかった、との
趣旨の主張がなされている。
（原告らの主張）原告側は、例えばアレルギー
関連の表示には注意を払っても、それ以外の
部分に関してはあまり注意を払わないもので
ある、との主張をする。
第３　争点に対する判断
１　認定事実
（1）本件事故の詳細
　事故数日前にスーパーにて購入された本件
こんにゃくゼリーは、被害者の祖母がアイス
クリームの代わりに孫たちに与えようとして
いたもので、事故当日まで、冷凍庫で保管さ
れていた。当日は、冷蔵室にて解凍ののち、
子供たちにそれぞれ１つづつ与え、事故被害
者にもそうされていた。また、事故発生時、
被害者には誰も付き添ってはいなかった。以
下、事故発生、家族による処置ののち、病院
に搬送されるも、意識は戻らず、脳死の宣告
を受けたのち、窒息による多臓器不全のため
死亡した。
（2）こんにゃくゼリーの特性等
　特筆すべきは、硬さが強く、破砕され難い
こんにゃく食品自体の物性、水に極めて溶解
しにくく、口腔内ではほとんど溶解しない点、
である。また、冷やして食べることで、窒息
のリスクが増加する、という点が挙げられる。
（3）こんにゃくゼリーに関する行政機関の指
導等とこれに対する被告会社の対応等
　被告会社は、平成３年10月にこんにゃくゼ
リーの製造・販売を開始、当時のカップの形
状は、ほぼ円柱形で、内容量は22グラムであっ
た。平成７年10月16日国民生活センターが、
誤嚥による死亡事故の紹介を行う。そこで被
告会社は、同年11月より容器を円錐形にし、
注意書も記載した。その後も国民生活セン
ターは、表示の工夫を要望した。農林水産省
は、平成８年４月４日業界連合会等へ注意徹
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底を求め、更に、注意表示があれば、事故発
生時に責任が免れるものではないことを示し
たうえで、設計を含めた対応を要請し、更に
指導した。被告会社では、同年７月から注意
書き、ステッカーの貼付、また、カップの形
状も、左右対称のハート型とし、内容量を37
グラムにした。また、小さな子供・高齢者に
は不向きであるとの警告表示を行った。その
後、被告会社では、平成11年１月から、注意
書きに英語表記を併記し、12年11月からは、
容器を左右非対称のハート型とし、内容量も、
37グラムから25グラムにした。これ以降の変
更は見られない。その後も国民生活センター
は、平成18年以降も、事故情報を提供してい
た。平成20年７月29日、本件事故が発生した。
被告会社は、自主回収はせず、表示改善等で
対応するが、同年10月８日の出荷以降、製造
を一時中止し、警告欄の改良（文言の追加：「凍
らせないでください。」）、原材料としてのこ
んにゃく粉の量も10パーセント減らし、平成
20年12月１日から出荷を再開した。対応に関
しては、杜撰とは言い難く、むしろ、国民生
活センター、農林水産省とも、業界団体への
呼びかけや要請、指導も行われ、被告会社も
これに対応しているように思われる。重ね重
ね残念な事故が発生してしまったものと思わ
れてならない。
２　争点１（被告会社の責任について）
（1）判断
　裁判所は、本件こんにゃくゼリーについて、
通常有すべき安全性を備えており、製造物責
任法上の「欠陥」はないものと判断した。
ア　設計上の欠陥について
　裁判所の認定によれば、こんにゃくゼリー
の商品特性は、蒟蒻それ自体の商品特性と重
なるので、それのみで、こんにゃくゼリーの
設計上の欠陥とはなりにくいとした。また、
商品の認知度及び蒟蒻由来の製品であること
も認知度が高いことも判断材料となったよう
である。また、自分で蓋を開けられないよう
な乳幼児には、やはり保護者等が対応するべ
きである旨の判断がなされたようである。こ
のような点から設計上の欠陥は否定された模
様である。また、カップの形状にも問題点の
指摘はなされなかった。
イ　警告表示の欠陥について
　同じく、イラスト、警告表示、「蒟蒻畑」の
表示による通常のゼリーとは異なることの周
知も十分であったと認められたようである。
このため警告表示の欠陥は認められなかった。
ウ　販売方法の不適切性について
　販売方法は主に小売店側の裁量事項でもあ
ることから、被告会社の責任を基礎づける程
の不適切な販売方法がされていたとは認めが
たいとされた。
（2）原告らの主張について
ア　設計上の欠陥について
　原告らの主張は理由がない、とされ、被告
の責任は否定された。
イ　警告表示の欠陥について
　幼児を基準に警告表示の欠陥の有無を論じ
ることは、適切ではない、とされた。
ウ　販売方法の不適切性について
　事故被害者が、事故当時１歳９か月余りの
幼児にそもそもカップのまま与えていること
など、通常予想される使用形態ではない、と
された。
第４　結論
　本件こんにゃくゼリーは、それが通常有す
べき安全性を備えており製造物責任法上の
「欠陥」はないものというべきであり、これ
を前提とする被告らの責任も何ら発生しない、
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したことから、これを不服とする控訴人らが
控訴したものである。
２　前提事実
　前提事実の補正は、本件こんにゃくゼリー
の外袋表面に「蒟蒻畑」という記載があるこ
と、及び本件警告表示という文言の追加であ
る。
３　争点及び争点に対する当事者の主張
　控訴人らは、本件こんにゃくゼリーの設計
上の欠陥を主張する。
第３　裁判所の判断
１　裁判所は、控訴人らの請求はいずれも理
由がないものと判断する、とした。
　内容として注目すべき点を列挙すれば、①
食品窒息事故の発生状況、②こんにゃくゼ
リーに関する行政機関の指導等とこれに対す
る対応が特に注目される。
①　食品窒息事故の発生状況について
ア　平成18年１月１日から同19年12月31日ま
での間の東京消防庁管内での食べものを喉に
詰まらせた救急事故では、合計2443人中ご飯
（寿司を含む。）が377人、もちが241人、野菜・
果物が200人、肉・肉加工品が176人、飴類が
175人、パン類が135人、惣菜類が126人、菓
子類が94人、魚、貝類が78人であったとされ
た。なお、年代別では、80歳以上が661人、
70歳以上が499人、90歳以上が341人、２歳以
下が321人であったとされた。ご飯・寿司や
もちによる事故は、その９割が60歳以上で発
生しており、２歳以下は3.1%であった。とさ
れた。
イ　内閣府国民生活局によるこんにゃくゼ
リーによる窒息事故中死亡事故は平成７年７
月から平成20年７月までに把握されたものが
22件あり、２歳以下が４人、２歳より上で５歳
以下が３人、５歳より上で12歳以下が５人、
とされた。その上で、その余の点には判断す
るまでもなく、原告らの請求にはいずれも理
由がなく、これを棄却する、とされた。
＜第１審判決について＞
　原告側にはお気の毒としか言えそうにない
が、さりとて被告会社側も、手放しで喜べな
いのではないか、という思いを禁じ得ない。
１歳９か月余りの幼い子供が命を落とすこと
になったのであるからである。単なる法律論
だけでは割り切れない何か無力感すら感じら
れる。他に打つべき手はなかったのか。
Ⅱ　第２審判決について11）
【判決日等】平成24年５月25日　大阪高等裁
判所　第４民事部判決　平成22年（ネ）第
3658号
【事件名】損害賠償請求控訴事件
【裁判結果】控訴棄却
【参照法令】民法709条、製造物責任法３条、
会社法429条
　以下、判決文等よりの抜粋・引用をしつつ、
適宜考察を加える様式を採る。
【主　文】
本件各控訴をいずれも棄却する。
控訴費用は控訴人らの負担とする。
【事実及び理由】
第１　当事者の求めた裁判
１　控訴人ら
（1）原判決を取り消す。
（2）被害者の両親への損害賠償の支払い及び
利息。
（3）訴訟費用の被控訴人負担。
（4）（2）の仮執行宣言
２　被控訴人ら
　主文同旨
第２　事案の概要
１　原判決が控訴人らの請求をいずれも棄却
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41歳 が１人、60歳 代 が２名、70歳 代 が２名、
80歳代が５名であった。更に、入院その他死
亡に至らなかった事故として平成６年６月か
ら平成20年10月までに32件が把握され、２歳
以下が17人、２歳から12歳までが９人、12歳
から19歳までが１人、50歳代が１人、70歳代
以上が２名であった。とされている。その多
くが現場に居合わせた者がゼリー片を叩くな
どして排出させたことにより救命されたもの
であるということである。
　これらの状況から、こんにゃくゼリーのみ
が突出して危険なものとは言い難い傾向が見
て取れたのではなかろうか。また、子供に関
しては、商品の警告にもその提供を避けるよ
うな警告表示もあることから、本件こんにゃ
くゼリー製造会社の責任は更に追及しづらい
ものとなったものと思われる。
②　こんにゃくゼリーに関する行政機関の指
導等とこれに対する対応について
　被控訴人会社が行政等からの要望や指導に
応じてたびたび内容、形状及び警告表示のあ
る包装への変更をし、平成19年10月15日の変
更ののち、本件事故までに、農林水産省や国
民生活センターから警告表示について具体的
な指摘を受けたことはなかった。とし、継続
的な努力を認めた形になっているものと思わ
れる。あわせて、本件警告表示により、子供
や高齢者がのどに詰まらせる危険性を示して
いるものと思われることから、欠陥の認定も
困難になったものと思われる。
このほか、代替設計と危険効用基準について
の主張が控訴人らからなされたようではある
が、裁判所は、具体的な内容自体が不明確な
部分があること、また、本件こんにゃくゼリー
について、問題とすべきは、食材等の身体に
対する危険性ではなく、食べる対象者を含め
た食べ方の問題であるとした。これらの観点
から、総合的に、通常有すべき安全性がない
とは認められない、という結論に達したよう
である。本件の場合、むしろ１歳９か月余り
の被害者に本件こんにゃくゼリーをそのまま
手渡した上で、そばに誰かついてやるなどの
配慮を欠いたことが明らかで、通常予想され
る本件こんにゃくゼリーの食べ方であるとは
言い難いというべきである。と結論付けられ
た。
以上の点から本件控訴にはいずれも理由がな
いものとされ、棄却すべきものであるとされ
るに至った。
Ⅲ　評　　釈
　本件の意義としては、有害物質の含有など
食品自体の危険性ではなく、食べ方に起因し
て事故を誘発する危険性を有し且こんにゃく
特有の弾力のある歯ごたえという独特の食感
を持つ食品に製造物責任法第３条の欠陥概念
の判断基準を示した初めての事例である。
　設計上の欠陥については認められなかった
が、現在被告会社が製造、販売するこんにゃ
くゼリー関連商品の中には、クラッシュタイ
プの製品も含まれている。これなどは、逆に
被告会社側が自社製品の危険性を暗に認めた
うえで別製品として製造・販売しているとい
うことではなかろうか。指示・警告上の欠陥
についても認められなかったが現在市販され
ているこんにゃくゼリーでは12個入りの外袋
以外にも個別の製品のシール状の上蓋にもピ
クトグラフ類似のイラストと注意書が施され
ている。この点も同様の傾向が見て取れる。
　原審の判例研究では裁判所の判断に対して
明確な態度は示されないが、例えば、酒や煙
草のように明確な法規制の対象となるものと
は異なりこんにゃくゼリーを子供と高齢者に
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供しないということ自体可能な制限であるの
かとさえ思われる。事故後この製品はいった
んは出荷停止となったがその後再開され現在
でも市販されている。
　判決は、設計上の欠陥、指示・警告上の欠
陥、販売方法の不適切性について否定するこ
とにより、結論として法３条の責任を否定し
ているが、比較対象としてのもちとは異なり、
本件のこんにゃくゼリーは調理せずに幼児に
与えられることが予想されるものであり、本
件事故発生時のように、祖母が配慮不足であ
る場合においては、行為義務違反として法３
条の欠陥の存在を肯定することができるので
はなかろうか（米村滋人「法学」72巻１号14
頁　2008年）。
　以上の点から裁判所の判断に疑問の余地を
禁じ得ないものである。すなわち被告会社側
の義務違反として欠陥認定の余地が残されて
いたものと考える。そもそも危険性について
の比較対象となるもちなどは現実問題として
１歳９カ月の幼児は自分では食さないもので
はなかろうか。但し裁判所が被告会社は食べ
る対象者を含めた食べ方への留意事項に配
慮・対策を講じるべきであり、それいかんに
よっては欠陥が基礎付けられる場合もあると
する点は注目に値する。
　やはり、非常に残念なことではあるが、本
件こんにゃくゼリー製造会社の取った事故回
避のための一連の行動の正当性を裁判所は認
めたものといえるのではなかろうか。会社側
からすれば、自社製品に対する失礼ながら言
いがかりのように考えられたのかもしれない
が、一方で、被害者の家族の側からすれば、
他に打つべき手立てがなかったのかもしれな
い。はからずも、行政の側と常に連絡を取り
つつ、改良に改良を重ねていれば、いわゆる
不測の事態は回避可能である、という先例に
もなったのかもしれない。
Ⅳ　小括
　今回、稿を新たにして個別事例についての
考察を行い、もって消費者法分野に対する何
がしかの寄与の可能性が得られないだろうか
という観点から様々な検討を試みはしたが、
果たして満足のいくものとなったのであろう
か。
　改めて言うまでもないことではあるが、本
稿では個別の事例についての事実関係を含む
あくまで資料等から読み取れる限りにおいて
ではあるが、特に被害者やそのご家族の行動
にまで検討や考察対象としての視点と言及が
及ぶことにはなるのではあるが、今は亡き被
害者ご本人や直接の原因を作ってしまったご
家族の心情は察するに余りあるがそれでもこ
れから一人でもこのような事故被害者を出さ
ないようにするために、また、製造物責任法
の原点12）に立ち返って、請求の認められるも
の、認められないものの可能な限りの明確な
線引きの基準作りなど、我々が今後のために
しなければならないことは甚だ多いものでは
ある。ご冥福を祈りつつ尊い犠牲としてこれ
からのために考察を続けるものではある。
　元々が、事業者側と被害者たる消費者の側
の・事業規模や情報量を含むいわゆる「体力
差」を、従来の民法のみでの・いわば人対人
的な対等な存在としての前提を含めた処理の
仕方での対応では、特に被害者たる消費者の
保護の観点からは、不十分であったため、特
別法の制定によって、そしてその活用によっ
て、いわば対症療法的な対処の仕方で凌いで
きた経緯があったのではあろうが、では、そ
の間の消費者の側には、どのような変化、あ
るいは進化があったのであろうか。
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　たとえば、権利意識、商品知識への取り組
み、危険情報を含む・情報収集への努力、法
律、殊に消費者法という存在への認識といわ
ゆる期待度はどのような変化を我々の日常生
活もたらしたのであろうか。折角のチャンス
を自らのものとせず、誰かが何とかしてくれ
る、という姿勢はどうだろうか。
　今回の考察の中で、印象に残ったものの中
には、農林水産省からの要請、さらに指導に
関して、万が一事故が発生した場合に、注意
表示があれば、メーカーの責任が免れるもの
ではない、とした上で、製品の設計段階から
の検討が不可欠であるとし、自社の製品毎の
特性を把握した上での製品設計の変更や、注
意表示の記載等の事故防止のための対策の検
討を自己の責任において行うことの要請のほ
か、商品改良への取り組みを指導した点であ
る13）。これなどは、まさに、不断の努力をメー
カー側にも求めることにもなり、本件被告会
社が今回のケースで責任を免れたのも、こう
した姿勢について素早い対応を行政側との連
携とも取れるペースでいわば予防線を張って
いたかの如きことにより結果をもたらしたも
のとさえ、考えられなくもない。今回は、国
民生活センターと農林水産省が、いわば、情
報を共有化し、所管官庁が業界団体を指導す
る、という典型的な成功例であったかもしれ
ないが、消費者庁が発足し、いずれ国民生活
センターをその組織に取り込むことがタイム
テーブルに乗りつつある現在、中立的な機関
の代わりをどこが担うのは別として、行政の
側の中にある消費者庁の思惑や、基本的な体
力差を埋めるべく・その必要性が叫ばれつつ
ある消費者教育のビジョンと並び、今後の検
討対象／課題として考察を継続すべきものと
思いを新たにした次第である。
　もとより消費者法は、敵討の道具ではなく、
健全な消費生活社会を維持・管理するための
いわば守護神のような役割も直接間接を問わ
ず担っていることが暗黙の了解事項として期
待されることから、改正が完了した後の将来
の民法とともに、その効果的な活用方法が改
めて検討されるべきであろうか。
四　公益通報者保護法のもつ可能性と
限界14）
　公益通報者保護法というと、いわゆる・通
報者の不利益取り扱いの禁止など、主に労働
法分野における研究対象としてのイメージが
定着しつつあるのだろうが、かつて筆者はそ
の成立の経過についてを含む論稿を執筆した
経緯があり15）、この法律の成立によって、新
たな可能性の発現を特に消費者法分野にまで
恩恵・あるいは副次的産物としてもたらされ
る福利の可能性を特に製造物責任法が得意と
する具体的な売買目的物たる製品・あるいは
製造物の危険情報の製造企業内部からの抽出
という可能性について検討を試みた経緯があ
る。この分野は、単に企業内での身分保障な
どでとどまらせてしまうべきものではなく、
更に、広がりを持って、その存在を我々自身
が受け入れるべきものを思われる16）。特にこ
れまで考察対象としてきたオリンパス事件な
どでは、あろうことか最高裁での決定を受け
た後でも、原告の職場環境は改善されず、や
むなく２次訴訟の提起に至る、という事実は、
却って事態の後退を示唆するといっても過言
ではないようにさえ思われる。すべての企業
人がここまで闘い続けることができるのか、
という疑問も拭い去れないままである。
　こうした中、平成25年６月、消費者庁消費
者制度課によって、公益通報者保護制度に関
― 180 ―
埼玉学園大学紀要（経済経営学部篇）　第13号
する実態調査報告書が作成された。内容とし
ては、アンケートやヒアリングを事業者、労
働者、行政機関に対し行い、法の認知度や制
度の導入割合や今後の方向性について各当事
者の声を反映させることが特色となった。ま
た、匿名ではあるものの、通報経験者の声を
報告書に記載したことは注目に値するが、29
件の裁判例は簡潔に過ぎ、また、意見の羅列
に終始するのみで、具体的な制度設計や今後
の方針等、不十分な点も見て取れた。但し、
そもそもこのようなものが作成され、公開さ
れること自体は、歓迎されるべきであろう。
要は、活用の仕方次第というところであろう
か。後述の消費者庁の目論見はここでも当て
はまりそうではある。
五　消費者教育と消費者庁の目論見　～
自立／自助なのか、介入／教育なの
か～
　こと、消費者法という名称で関連付けられ
る分野において、ここ数年の間で特に注目す
べき事柄17）といえば、やはり、消費者庁の設
立と消費者委員会の存在を抜きにしては語る
べくもないが、これまで良くも悪くも慣れ親
しんだ国民生活センターが、こともあろうに
この消費者庁に取り込まれることとなったり、
一見すると、被害者となり得る可能性のある
消費者の側に立った施策の様相を呈しながら、
その実、管理権限を一元化させようとする思
惑が見え隠れすることもまた隠しようのない
事実ではなかろうか。まさに、犯罪防止の名
のもとに防犯カメラで我々の日常生活を事細
かに監視しているがごとき有様と方向性にお
いて軌を一にするものとも感じられることが
多いのではなかろうか。あるいは、昨今公的
な施設を中心に設置が進んでいるAEDのよ
うなものが望ましいのであろうか。つまり、
一定の講習等を受講しさえすれば、だれもが
それを有効に活用することの出来るものとし
ての存在と考えるべきものなのか、というこ
とである。
　これは、終局的な問題にもなり得るのだが、
法・あるいは具体的な個別・消費者保護関連
法規を我々一市民がまさに、必要なときに、
必要なだけ、使用することが許される道具と
みるべきなのか、あるいは、その存在自体を
もって、立法に携わる者が不作為責任を追及
されることから逃れるための存在なのか、そ
して被害者の保護や求償についてはその副次
的な産物としての存在で十分なのか、という
議論の余地すら感じざるを得ないのである。
たとえば、「賢い消費者」ということばがかつ
てもてはやされたこともあったように記憶し
てはいるが、これは、過去の政権が、規制改
革の名のもとに、自己責任という裏があった
ように、自分で選べる、ということには、一
面結果も自分で引き受けるという点もあり、
事業者と消費者との根源的な情報量の差とい
うものに関しては、リスクに目をつぶって取
引（この場合は購入となろうが）をする、と
いうことを肯定することにもなりかねず、
却って危険な状況になり得るのではなかろう
か。
　現在凍結中であるとはいえ、今更、国民生
活センターの存続を声高に訴えても、既定路
線に変更はないのであろうが、さりとて、前
述の、公益通報関連の報告書の件一つをとっ
てみても、消費者庁の単独化がいかに危うい
ものであろうかということは、その名称が、
「国民」であろうが、「消費者」であろうが、
守るべき対象である一般消費者の安全性の確
保という観点からすれば、言をたないもの
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であろう。
六　結語　～議論の余地と展望、消費者
に訪れる・望むべく未来とは～
　このように、今回改めて様々な側面から消
費者法を取り巻く現状と課題について筆者な
りの視点から考察を試みてはみたが、やはり、
疑問の余地は残り、また謎は深まりこそすれ
霧がすべて晴れ渡るようにはならないことが
明白なのかもしれない。その上で、あえてこ
こ数年来の所感として自身が抱き続けている
命題とも取れぬものに再びアプローチを試み
ようとすれば、それは、やはり消費者法を含
む法律と、規制対象として日常生活をある意
味俯瞰される側である我々一市民との距離の
取り方、あるいは、何らかのダメージを我々
が被った場合に、今度は手段／道具として同
じく消費者法を含む法律を活用する側である
我々一市民との関係性についてであろうか。
　例えば、民法、消費者法、研究者、実務家、
被害者たる消費者、加害企業、そのすべてが
存在する現在の大量消費社会というものでは、
あらゆる局面の方向性は誰が基準となってい
るのであろうか。民法と消費者法はやはり一
つにはなりえないものなのであろうか18）。
　次の機会があるのであれば、筆者なりの視
点で更に考察を進めていきたいと思うもので
はある。
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